



















































































































男性 4,966 1,228 24.73％
6.73％
女性 1,750 315 18.00％
2016年度
（平成28年度）
男性 5,696 1,212 21.28％
3.04％
女性 2,034 371 18.24％
2015年度
（平成27年度）
男性 6,719 1,451 21.60％
4.64％
女性 2,353 399 16.96％
2014年度
（平成26年度）
男性 6,837 1,402 20.51％
3.63％
女性 2,418 408 16.87％
2013年度
（平成25年度）
男性 7,565 1,572 20.78％
3.43％
女性 2,750 477 17.35％
2012年度
（平成24年度）
男性 8,096 1,557 19.23％
2.03％
女性 3,169 545 17.20％
2011年度
（平成23年度）
男性 8,482 1,585 18.69％
4.67％
女性 3,410 478 14.02％
2010年度
（平成22年度）
男性 7,827 1,482 18.93％
1.00％
女性 3,300 592 17.94％
2009年度
（平成21年度）
男性 6,800 1,503 22.10％
3.70％
女性 2,934 540 18.40％
2008年度
（平成20年度）
男性 5,469 1,501 27.45％
3.68％
女性 2,373 564 23.77％
2007年度
（平成19年度）
男性 3,786 1,334 35.24％
3.22％





























男性 4,966 3,031 61.04％ 1,228 40.51％
9.26％ 5.75％
女性 1,750 906 51.77％ 315 34.77％
2016年度
（平成28年度）
男性 5,696 3,535 62.06％ 1,212 34.29％
8.67％ 0.12％
女性 2,034 1,086 53.39％ 371 34.16％
2015年度
（平成27年度）
男性 6,719 4,138 61.59％ 1,451 35.07％
11.86％ 0.96％
女性 2,353 1,170 49.72％ 399 34.10％
2014年度
（平成26年度）
男性 6,837 3,966 58.01％ 1,402 35.35％
11.94％ －1.27％
女性 2,418 1,114 46.07％ 408 36.62％
2013年度
（平成25年度）
男性 7,565 4,075 53.87％ 1,572 38.58％
10.81％ －1.71％
女性 2,750 1,184 43.05％ 477 40.29％
2012年度
（平成24年度）
男性 8,096 4,041 49.91％ 1,557 38.53％
8.95％ －3.46％
女性 3,169 1,298 40.96％ 545 41.99％
2011年度
（平成23年度）
男性 8,482 4,315 50.87％ 1,585 36.73％
11.61％ 1.03％
女性 3,410 1,339 39.27％ 478 35.70％
2010年度
（平成22年度）
男性 7,827 4,332 55.35％ 1,482 34.21％
11.68％ －6.87％
女性 3,300 1,441 43.67％ 592 41.08％
2009年度
（平成21年度）
男性 6,800 3,770 55.44％ 1,503 39.87％
11.64％ －2.16％
女性 2,934 1,285 43.80％ 540 42.02％
2008年度
（平成20年度）
男性 5,469 3,410 62.35％ 1,501 44.02％
9.93％ －1.32％
女性 2,373 1,244 52.42％ 564 45.34％
2007年度
（平成19年度）
男性 3,786 2,599 68.65％ 1,334 51.33％
14.16％ －7.42％














に，Aの原因として考えらえるものを A─ 1，A─ 2…とし，A─ 1の原因と







　　A─ 1 ─ 1．身体的な不調がより多いため（女性特有の体調の波の影響）。
　　A─ 1 ─ 2． 精神的な不調がより多いため（将来への不安がより大きいな
ど）。
　A─ 2．家庭環境に原因がある。
　　A─ 2 ─ 1．家事等のケアワークの負担がより多いため。
　　　A─ 2 ─ 1 ─ 1．実家暮らしのため。
　　A─ 2 ─ 2．家族の協力（理解）がより少ないため。
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　　　A─ 2 ─ 2 ─ 1．実家暮らしのため。
　A─ 3．その他の活動に原因がある。
　　A─ 3 ─ 1．より就職活動をしているため。
　　　A─ 3 ─ 1 ─ 1．将来への不安がより大きいため。
　　　A─ 3 ─ 1 ─ 2． 家族からのプレッシャーがより大きいため（実家暮ら
しなど）。
　A─ 4．女性の方が，学習へのモチベーションを維持できない。
　　A─ 4 ─ 1．将来への不安がより大きいため。
　　A─ 4 ─ 2．合格しなくても他の道があると考えやすいため。
　　　A─ 4 ─ 2 ─ 1．より就職活動をしているため。
　　　　A─ 4 ─ 2 ─ 1 ─ 1．将来への不安がより大きいため。
　　　　A─ 4 ─ 2 ─ 1 ─ 2．家族からのプレッシャーがより大きいため。
　　A─ 4 ─ 3．自主ゼミを組む人がより少ないため（励ましあえない）。
B．女性の方が，（全体的な）学習時間が少ない。
　B─ 1．より就職活動をしているため。
　　B─ 1 ─ 1．将来への不安がより大きいため。
　　B─ 1 ─ 2． 家族からのプレッシャーがより大きいため（実家暮らしな
ど）。
　B─ 2．より通学時間が長いため。
　　B─ 2 ─ 1．実家暮らしのため。
　B─ 3．家事等のケアワークの負担がより多いため。
　　B─ 3 ─ 1．実家暮らしのため。
　B─ 4．家族の協力（理解）がなく，より学習を阻害されるため。











































































































う質問に対しての回答をまとめたものが表 2 ─ 2である。
　この質問をする前提として，短答式試験の合格率に男女差があることを


















































































































































































































































































































































































































































































































































たわけではない。年度ごとに司法試験の日程をまとめたものが表 3 ─ 2で
ある。これを見ると，前述のような，短答式試験が最終日に実施される日
程になったのは，2011年度以降である。2006年度から2010年度までは，ま









者）の一覧を作成した（表 3 ─ 3）。司法試験予備試験（以下「予備試験」と
いう。）とは，司法試験の受験資格となっている法科大学院修了と同等の






























男性 13,116 637 4.86％ 46 7.22％ 0.35％ 53 0.40％
1.32％ 0.15％ 0.20％
女性 2,972 105 3.53％ 6 5.71％ 0.20％ 6 0.20％
2009年度
（平成21年度）
男性 15,112 1,362 9.01％ 85 6.24％ 0.56％ 76 0.50％
2.24％ 0.11％ 0.05％
女性 3,499 237 6.77％ 16 6.75％ 0.46％ 16 0.46％
2008年度
（平成20年度）
男性 17,784 1,340 7.53％ 106 7.91％ 0.60％ 105 0.59％
1.24％ －0.24％ －0.34％
女性 4,210 265 6.29％ 35 13.21％ 0.83％ 39 0.93％
2007年度
（平成19年度）
男性 22,349 1,813 8.11％ 189 10.42％ 0.85％ 191 0.85％
0.95％ －0.23％ －0.15％
女性 5,667 406 7.16％ 61 15.02％ 1.08％ 57 1.01％
2006年度
（平成18年度）
男性 28,349 3,103 10.95％ 426 13.73％ 1.50％ 431 1.52％
1.30％ －0.06％ －0.07％
女性 7,433 717 9.65％ 116 16.18％ 1.56％ 118 1.59％
2005年度
（平成17年度）
男性 35,996 6,102 16.95％ 1,113 18.24％ 3.09％ 1,114 3.09％
1.43％ －0.36％ －0.44％
女性 9,889 1,535 15.52％ 341 22.21％ 3.45％ 350 3.54％
2004年度
（平成16年度）
男性 38,830 5,943 15.31％ 1,156 19.45％ 2.98％ 1,119 2.88％
1.91％ －0.43％ －0.38％
女性 11,161 1,495 13.39％ 380 25.42％ 3.40％ 364 3.26％
2003年度
（平成15年度）
男性 39006 5546 14.22％ 915 16.50％ 2.35％ 895 2.29％
1.32％ －0.22％ －0.17％
女性 11160 1440 12.90％ 286 19.86％ 2.56％ 275 2.46％
2002年度
（平成14年度）
男性 35,637 5,166 14.50％ 951 18.41％ 2.67％ 906 2.54％
1.57％ －0.27％ －0.23％
女性 9,985 1,291 12.93％ 293 22.70％ 2.93％ 277 2.77％
2001年度
（平成13年度）
男性 30,787 5,422 17.61％ 799 14.74％ 2.60％ 767 2.49％
1.13％ －0.17％ －0.25％
女性 8,143 1,342 16.48％ 225 16.77％ 2.76％ 223 2.74％
平均値 1.44％ －0.17％ －0.18％
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表 3 ─ 2 （司法試験日程）





















































































































男性 10,301 1,964 19.07％ 382 19.45％ 3.71％ 363 3.52％
7.42％ 0.68％ 0.71％
女性 2,877 335 11.64％ 87 25.97％ 3.02％ 81 2.82％
2016年度
（平成28年度）
男性 10,109 2,116 20.93％ 351 16.59％ 3.47％ 334 3.30％
9.27％ 0.54％ 0.63％
女性 2,658 310 11.66％ 78 25.16％ 2.93％ 71 2.67％
2015年度
（平成27年度）
男性 9,972 2,028 20.34％ 381 18.79％ 3.82％ 354 3.55％
9.99％ 1.99％ 1.99％
女性 2,571 266 10.35％ 47 17.67％ 1.83％ 40 1.56％
2014年度
（平成26年度）
男性 10,080 1,804 17.90％ 347 19.24％ 3.44％ 319 3.16％
9.48％ 1.67％ 1.71％
女性 2,542 214 8.42％ 45 21.03％ 1.77％ 37 1.46％
2013年度
（平成25年度）
男性 9,195 1,820 19.79％ 333 18.30％ 3.62％ 307 3.34％
10.23％ 1.29％ 1.16％
女性 2,060 197 9.56％ 48 24.37％ 2.33％ 44 2.14％
2012年度
（平成24年度）
男性 7,585 1,537 20.26％ 207 13.47％ 2.73％ 197 2.60％
8.91％ 1.03％ 1.16％
女性 1,533 174 11.35％ 26 14.94％ 1.70％ 22 1.44％
2011年度
（平成23年度）
男性 7,449 1,202 16.14％ 109 9.07％ 1.46％ 103 1.38％
7.14％ 0.54％ 0.53％
女性 1,522 137 9.00％ 14 10.22％ 0.92％ 13 0.85％








































































男性 8,391 1,964 23.41％ 382 19.45％ 4.55％ 363 4.33％
9.16％ 0.85％ 0.88％
女性 2,352 335 14.24％ 87 25.97％ 3.70％ 81 3.44％
2016年度
（平成28年度）
男性 8,276 2,116 25.57％ 351 16.59％ 4.24％ 334 4.04％
11.26％ 0.64％ 0.76％
女性 2,166 310 14.31％ 78 25.16％ 3.60％ 71 3.28％
2015年度
（平成27年度）
男性 8,229 2,028 24.64％ 381 18.79％ 4.63％ 354 4.30％
12.01％ 2.40％ 2.40％
女性 2,105 266 12.64％ 47 17.67％ 2.23％ 40 1.90％
2014年度
（平成26年度）
男性 8,308 1,804 21.71％ 347 19.24％ 4.18％ 319 3.84％
11.22％ 1.97％ 2.03％
女性 2,039 214 10.50％ 45 21.03％ 2.21％ 37 1.81％
2013年度
（平成25年度）
男性 7,567 1,820 24.05％ 333 18.30％ 4.40％ 307 4.06％
12.16％ 1.50％ 1.40％
女性 1,657 197 11.89％ 48 24.37％ 2.90％ 44 2.66％
2012年度
（平成24年度）
男性 5,996 1,537 25.63％ 207 13.47％ 3.45％ 197 3.29％
10.97％ 1.26％ 1.43％
女性 1,187 174 14.66％ 26 14.94％ 2.19％ 22 1.85％
2011年度
（平成23年度）
男性 5,444 1,202 22.08％ 109 9.07％ 2.00％ 103 1.89％
8.82％ 0.65％ 0.63％














いことも明らかになった（表 3 ─ 1）。短答後論文式試験の合格率は，現在
の司法試験と同じく，旧司法試験でも女性の方が高い傾向にある（2010年
度のみ男性の方が高い）。しかしながら，短答式試験の合格率は，現在の司
将来への不安↑
就職活動↑
体調△
通学時間↑
家事の負担↑
家族の協力↓
戦略的学習△
モチベーション↓
A.コンスタントな学習
△
B.学習時間↓
C.短答の学習時間↓
D.短答の形式△
E.知識の詰め込み△
短答式試験の合格率↓
実家↑
（家族のプレッ
シャー↑）
図 2（検討後仮説）
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法試験ほど男女差がない。なぜ現在の司法試験には，短答式試験の合格率
にはっきりと男女差があるのだろうか。旧司法試験との違いはどこにある
のであろうか。この点も，今後の課題としたい。
　これまで，司法試験合格者に占める女性の割合については比較的注目さ
れてきたが，合格率の男女差はあまり注目されてこなかった。今回の指摘
をすることによって，「女性は短答式試験が苦手だ」というステレオタイ
プが作られることは本稿の意図するところではない。今回のインタビュー
に対して，多くの回答者が，「性差というよりは個人差だと思う。」と述べ
た。そのとおりであり，本稿が指摘したのは「短答式試験の合格率に男女
差がある」ということにすぎず，「男性だから受かりやすい，女性だから
受かりにくい」という因果関係ではない（同様に，論文式試験について，男
性だから受かりにくい，女性だから受かりやすい，ということも指摘していな
い。）。今後も多くの指導者が，「性差ではなく個人差」という認識で指導
されることを願う。
　現時点では，男性と女性に合格率の差があるとしても，ここまで検討し
たとおり，それは社会的な背景を反映したものである可能性が高く，不変
のものではないと思われる。今後の社会全体での取組みにより，徐々に男
女差が解消されることを期待している。
　また，女性法曹を増やすという目的からは，そもそも出願者の女性割合
が少ないことについても並行して検討がなされる必要がある。司法分野に
おける女性割合30％に向けて，さらなる努力が求められている。
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